



 ─ 東日本大震災後の河北新報の継続的報道を中心として ─ 
Analysis on the Necessity of Serial Reporting of Local Newspapers after 









調べた結果、災害後の継続的報道の典型的な例として、2011 年 3 月の東日
本大震災後も宮城県の地方紙である河北新報は被災地住民に関して継続的に


































































































2011 年 6 月 23 日の記事で被災地の仮設住宅で孤独死が 2 件発生したと報じた。その






表 1　河北新報 2011 年 3 月 11 日から 2017 年 3 月 31 日までの東日本大震災関連社説分
類表
課題の項目 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 合　計
1 6 2 1 1 2 3 0 15
2 36 12 10 9 6 5 2 80
3 25 6 5 5 0 7 0 48
4 1 2 3 2 0 1 1 10
5 12 9 4 3 0 1 0 29
6 10 8 1 1 0 2 0 22
7 3 2 0 1 0 0 0 6
8 7 10 5 8 9 6 0 45
9 3 1 2 0 0 1 1 8
10 4 0 0 0 0 0 0 4
11 9 5 0 3 5 4 0 26
12 20 13 5 7 1 2 1 49
13 6 3 0 1 0 0 0 10
14 20 17 12 14 13 11 1 88
15 16 8 7 2 11 5 1 50
16 8 1 1 1 0 1 0 12
17 7 1 0 0 0 0 0 8
18 5 2 3 5 0 0 0 15
19 4 6 10 21 9 14 1 65
20 6 5 4 3 0 0 0 18
21 11 10 5 4 0 1 0 31
22 3 0 1 1 0 0 0 5
23 1 6 2 4 3 6 1 23
24 4 4 2 4 1 6 0 21





















項目 10「電気、水道、ガスなどライフラインの復興」も典型的な例である。表 1 を見


























6 の「医療支援の充実」が段々解決されることによって、項目 1 の「孤独死問題」、項
目 7 の「高齢者福祉支援の充実」も改善される面がある。
また項目 1 の「孤独死問題」も項目 8 の「生活再建に向けた住宅対策、区画管理、
帰還問題」とつながっている。住宅やコミュニティーの環境が改善すれば、孤独死を








































































































































研究対象として取り上げた。934 篇の震災関連社説から 474 篇に削減したという判断基
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